
１　改革の内容

①　幅広い市民ニーズの把握 市民意向（満足度)調査の実施・市民ニーズの捉え方の基準づくり

 ⑴　経営的視点に立った市民本位の ②　マネジメントの仕組み・体制などの整備 戦略的な行政運営の仕組みづくり・事務事業評価の仕組みづくり・改善運動の仕組みづくり

                                 行 政 運 営 の 推 進

       ～市民が満足する質の高い行政を目指して～ ③　情報公開・受発信力の向上 公共データの公開の仕組みづくり・ＳＮＳやホームページなど多様な情報媒体を活用した情報の受発信

④　協働と共感で進めるまちづくり 地域活動等団体の支援や自立の推進・地域担当職員の配置

①　環境変化に柔軟に対応できる組織機構・職員配置 行政需要の変化などに対応できる組織体制づくり・民間のノウハウを活用した業務委託の推進

 ⑵ 職 員 力 ・ 組 織 力 の 向 上 ②　組織風土の改革の推進 理念やビジョン、行動指針などの策定浸透・組織表彰制度の実施

③　職員の能力向上・意識改革の推進 社会環境等の変化に対応した人材育成方針の見直し・オフサイトミーティングなど自学を促す仕組み

④　効果的・効率的な職場づくり スペシャリストの育成など少数精鋭の組織に即した人事管理・業務ごとのマニュアルの作成

①　歳入の確保 市税などの収納率の向上・氷見の強さを活かした地域経済の活性化策による税収の増加

 ⑶ 財 政 健 全 性 の 確 保 ②　歳出の見直し 事務事業の見直し・財政指標等の目標管理

③　公共施設マネジメントの推進 公共施設マネジメント方針、計画の策定

④　公営企業等の経営健全化 使用料や分担金などの収納率の向上・施設の老朽化対策に対する財源の確保

２　数値目標の設定

　　  ～より成長する職員・組織へ～

     ～持続可能な行政体であり続けるために～
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資料 １ 

実 施 計 画 

目標設定項目 指標等の説明 目標値（案) 本市の現状 参考となる数値

⑴ 市税の現年度収納率 市税の現年度に課税している収納率 平成２９年度まで９８．５％以上を堅持 平成25年度　99.0％ 平成24年度は99.2％ 県内市１番の収納率

⑵ 財政指標等

 ①　経常収支比率
財政構造の弾力性を判断する指標で、低
いほど自由に使えるお金が多くなる。

平成２９年度決算まで８０％台前半を堅持 平成24年度決算82.2％ 県内市平均85.7%　類似団体平均90.2%

 ②　実質公債費比率
市債の償還などの実質的な債務の返済の

割合を表す指標
平成２９年度決算　１６％未満（３ヵ年平均） 平成24年度決算18.7％

県内市平均15.7%　類似団体平均10.3%
16%未満は民間等資金債を届出で借りられる。

 ③　将来負担比率
将来負担すべき実質的な負債の度合いを

表す指標
平成２９年度決算 １００％未満 平成24年度決算129.9％ 県内市平均110.2%

 ④　債務総額
返済すべき公債費及び公債費に準ずる債
務負担行為の残高

平成２９年度決算  ３１５億円以下
（ただし、臨時財政対策債を除く。）

平成25年度決算385億円 通常債の借入額13億円以下に抑制

 ⑤　財政調整基金残高
多額の経費が嵩むときのために積み立て
ておくお金の残高 平成２９年度決算 ２０億円以上 平成25年度決算20.9億円

適正水準：標準財政規模×10%＋土地開発基金
の廃止（8億6百万円)

⑶　職員数
一般行政職、消防職及び技能労務職など
市職員の総数

平成30年4月1日現在職員数
全職員（消防職を除く。)：平成27年度～平成29年度の退職者数（消
防職を除く。)の２／３程度を補充した全体の職員数（消防職を除

く。)を超えない人数。ただし、技能労務職は退職不補充
消防職：原則、退職補充により現状維持

普通会計（平成25年4月1日現在）

　類団平均 72.62人
  氷見市　 74.2人

一般行政部門(平成25年4月1日現在)

　類団平均 53.82人
  氷見市   50.69人


